
B．運用上の課題  

1． 地方自治体が、当該地域が「感染拡大期」に当たるか「まん延期」に当たるか   

などについて的確に判断し、入嘩措置中止や発熱外来の役割の切り替えを円滑に行   

えるよう、実地疫学等の専門家が助言する仕組みを設けることなどについて検討す   

べきである。  

2． 医療機関に対して、必要かつ正確な情報を速やかに提供する仕組みについて検   

討すべきであ′る。  

8．ワクチン   

提言   

A．体制】制度の見直しや検討、事前準備を要する問題  

1． 国家の安全保障という観点からも、可及的速やかに国民全員分のワクチンを確  

保するため、ワクチン製造業者を支援し、細胞培養ワクチンや経鼻ワクチンなど   

の開発の推進を行うとともに、ワクチン生産体制を強化すべきである。併せて、   

輸入ワクチンについても、危機管理の観点から複数の海外メーカーと連携しつつ、   

ワクチンを確保する方策の一つと■して検討していく 

2■ ワクチンの接種体制の確保の準備を進めるべきである。このため、今回の新型  

インフルエンザ対策の経験を踏ま・え、現場の意見を聞きながら、新型インフルエ  

ンザ対策行動計画に基づくワクチン接種に関するガイドライ■ンを早急に策定する   

べきである。その際、実施主体、費用負担のあり方、集団接種などにつし＼ても、  
検討すべきである。   

3． ワクチン接種について、医師会等の関係機関と相談、調整のもと、新たな感染   

症の発生や既知の感染症の病原性の変化等に応じ、集団接種で実施することも考   

慮しつつ、あらかじめ、接種の予約、接種場所、接種の方法など現場において実   
効性のある体制を計画すろべきである。   

1 4． ワクチンによる副反応を、迅速かつ的確に評価できるように、ワクチン以外の  
原因による有害な事象の把握や予防接種の実施状況と副反応の発生状況を迅速に  

把握できる仕組みを作るよう検討すべきである。  
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B．運用上の課題  

1． ワクチンの接種回数や軍用（ワクチン価格を含む）及び輸入ワクチンの確保等   

については、決定までのプロセスを明確にし、できる限り開かれた議論を、根拠を   

示しながら行うとともに、その議事録等をできる限り速やかに公表すべきである。   

2．優先接種対象者等については、広く国民の意見を聞きながら国が決定するが、都   

道府県や市町村等が地域の実情を踏まえ、柔軟に運用できるようにすべきである。   

3・今後の新型インフルエンザワクチン供給については、実行可能性のある接種体制   

のあり方の議論も踏まえるとともに、各地の事例を参考にし、国、都道府県をはじ   

め関係者が連携してワクチンを迅速かつ円滑に流通できる体制の構築に向けた検   
討が必要である。   

（なお、今回の新型インフルエンザ（A／HINl）ワクチンについては、返品も含めた   

在庫問題の解決に向けて、早急に最大限努力すべきである。）  

9． 結びに   

この報告書において総括した今般の新型インフルエンザ（A／HINl）対策における課題の  

根本的な改善のため、本報告書の提言を最大限尊重し、国において、新型インフルエンザ  

行動計画やガイドラインの改定等ゐ検討作業に速やかに着手し、実現すべきである。また、  

国において、地方と国の役割分担、権限等について十分検討した上で、都道府県及び市町  

村においても、国における行動計画等の対策ゐ見直しを踏ま・えつつ、各地域の実情に応じ  

た実行性のある行動計画等の策定・改定を行うべきである。 

新型インフルエンザ発生時の危機管理対策は、・発生後に対応すれば良いものではなく、  

発生前の段階からの準備、とりわけ、新型インフルエンザを含む感染症対策に関わる人員  

体制や予算の充実なくして、抜本的な改善は実現不可能である。この点は、以前から重ね  
重ね指摘されている事項であり、今回こそ、発生前の段階からの体制強化の実現を強く要  

望し、総括に代えたい。  
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